










くさつ市議会だより No.1376

　９月22日の本会議で各委員会に付託された案件の審査を、９月24
日、27日から30日に、３つの常任委員会と１つの特別委員会で行いま
した。委員会の審査で行われた主な質問と答弁を要約して紹介します。

常任・特別委員会

時間外に及ぶことがあるものである。成果は数値化し
て表しにくいが、就労支援という観点からいろいろな
相談業務をやっており、一定の成果が出ているものと
認識している。時間外勤務の縮減に向けて、所属長を
中心に取り組んでいかなければならないと考えてい
る。

問嘱託職員（職業安定協力員）の時間外勤務に関して、
実績、業務内容、成果と時間外勤務を減らす対策につい
て伺う。
答嘱託職員の時間外勤務について、多い職員で月に
100時間前後の実績となっている。業務内容は相談
業務であり、実態として、各種の相談にあたるために

嘱託職員の時間外勤務について

議第６３号　平成２２年度一般会計補正予算について（家庭的保育事業）

議第８８号　草津駅前広場管理条例の一部を改正する条例案

将来必要となる建築物に対する財政措置について

総務常任委員会

文教厚生常任委員会

産業建設常任委員会

決算審査特別委員会

をしたいと考えている。毎日自宅を開放して保育を行う
ことへの負担や、一事業主として保育することへの不安
があると思われるが、市としては家庭的保育がしやすい
環境整備をしていきたい。また、本事業は１歳から２歳児
を対象としており、０歳から２歳児が待機児童の７割を占
めている現状からも、本市としては待機児童対策やきめ
細かな保育につながると考えている。

問家庭的保育事業については、そもそも保育所の足りな
い現状の中で、身近な家庭的保育という施策をされるの
は理解できるが、現在その受け手は２者とお聞きした。今
後の予測として本当に事業ができるのか、見込みを伺う。
答家庭的保育事業の説明会には２５名の関心のある方
に出席いただいた。そのうち老上学区と志津学区の２名
の方から申請をいただいており、来年１月から事業実施

問条例が改正されれば、商行為を初めて認めることと
なる。許可の有無に基づくトラブルを未然に防ぐた
め、許可証を携帯する等区別するべきだと思うがどう
か。
答占用許可を責任者の方に携帯していただくことを許
可条件に付したい。

は、平成３７年から３８年にかけて、昭和５０年代前半の
建物が同じく５０年を経過する。この時に１００億円単位
の事業費が必要となり、借り入れの状況、利率にもより
将来負担比率が動くこととなるが、借り入れをしたから
一気に悪化することでもなく、その時点で現有建物が必
要ないことも考えられるため、その時々の適正な投資額
を見極めた中で対応すれば、極端な悪化を招くことはな
いと考えている。

問条例改正の内容について説明願う。
答これまでの駅前広場は、通行機能確保の観点から商
行為等を禁止していたが、地域の活性化を目的として
実施される事業においては、街のにぎわい、街の魅力
の創出に寄与することとなるため、商行為等の占用を
認めるよう条例改正をしようとするものである。

問本市においては、今後１０年間に数１０億円の建屋を
いくつも建てる必要があるように思うが、将来負担比率
をあげないように、どのような政策的措置をとるのか。
答難しい問題であるが、一つ目の山は平成２５年から
２７年にかけて、給食センター、クリーンセンター、小中
学校耐震化の最終局面を迎える。2つ目は平成３２年か
ら３４年にかけて、昭和４０年代後半に建設された小中学
校が５０年を経過し、建替えの時期を迎える。また３つ目
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堀　義明

●「ヒロシマに学ぶ平和の尊さ・伝えよう被爆
６５年の今」２０１０年人権と平和研修ツアー
に参加されて

●２０１０年の熱中症について

無所属

議員提出議案、請願など
意見書　　　～４件の提出があり、すべて可決し関係機関に提出しました～

《不採択とされた請願》
請願第２号　「沖縄への新基地建設と全国への米海兵隊訓練移転を進める『日米合意』の撤回を求める意見書」
の採択を求める請願

《可決された意見書》
件　名 内　　　容

意見書第４号
「選択的夫婦別姓を認める民法の一
部改正」に慎重な対応を求める意見書

　日本の伝統文化を守り、国の繁栄と平和な生活と共栄を願う立場から、国に
おいては選択的夫婦別姓法案について慎重に対応することを強く要望する。

　提出先／内閣総理大臣、法務大臣、衆議院議長、参議院議長

意見書第５号
３０人学級の早期実施を求める意見書

　学級規模の縮小は緊急の課題であり、実施計画における小中学校の学級
編成の規模は30人とし、そのために、来年度以降、順次予算化し早期の実
施を強く求める。
　提出先／�内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、衆議院議長、

参議院議長

意見書第６号
緊急的な米需給調整対策に関する意
見書

　稲作生産者が安心して経営を展望できるよう、政府は、緊急的な米需給
調整対策を早急に実施すべきであり、現状を踏まえ、適切な措置を講じら
れるよう強く要望する。
　提出先／�内閣総理大臣、財務大臣、農林水産大臣、衆議院議長、参議院議長

意見書第７号
尖閣諸島沖における中国漁船衝突事
件に関する意見書

　「尖閣諸島は日本の固有の領土である」との態度を明確に中国及び諸外
国に示し、今後同様の事件が起こった際は、国内法に基づき厳正に対処す
ること等、国において毅然とした外交姿勢を確立されることを求める。
　提出先／�内閣総理大臣、外務大臣、防衛大臣、沖縄及び北方対策担当大

臣、衆議院議長、参議院議長

請　願　　　～３件の提出があり、２件を採択しました～
《採択された請願》

件　名 内　　　容
請願第３号
生産者米価の暴落に歯止めをかける
ため、緊急に４０万トン規模の政府買
い入れを求める請願

　連続する生産者米価の暴落対策として、政府が緊急に40万トン規模の
買い入れをおこなうこと。
　請 願 者／滋賀県農民組合連合会　代表者　北村富生
　紹介議員／久保秋雄

請願第４号
緊急的な米需給調整対策に関する請願

　戸別所得補償制度の本格実施にあたっては、22年度産米の適正な需
給・価格環境を整備し、米価が大幅に下落する事態を招かないようにする
こと等を請願する。
　請 願 者／草津市農業協同組合　代表理事理事長　勝部増夫
　　　　　　滋賀県農政連盟草津支部　支部長　田中治嗣
　紹介議員／奥村次一
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草津市議会の構成

●行岡 荘太郎議長就任
　のごあいさつ

　議長の要職に就任させていた
だくことになり責任の重さを一層
痛感し、身の引き締まる思いでご
ざいます。本市の発展と市民福祉
の向上に、誠心誠意、努力をしてまいる所存でございます。
地域のことは、地域に住む住民が責任を持って決め、活気に
満ちた地域社会をつくっていく地域主権改革が推進される
中、二元代表制の一翼を担う議会への期待は益々高まって
まいります。また、財政状況が厳しさを増す中にあって、市民
の多様なニーズに対応した質の高い行政サービスの提供、さ
らには有効な政策提案など、議会の果たすべき役割は、ます
ます重要になってまいります。今後、より一層の研鑚を重ね、
草津市議会の議長として全力を傾注し、公正かつ円滑な、そ
して開かれた議会運営に積極的に取り組んでまいります。

●奥村 恭弘副議長就任
　のごあいさつ

　草津市議会副議長の要
職に就任させていただくこ
ととなりました。心よりお
礼を申し上げます｡身に余る
光栄と存じますとともに、その責任の重大さをひしひし
と感じているところでございます。現在、地方公共団体
は、税収入の伸び悩み、また、安定した歳入確保が難
しい中で、少子・高齢社会への対応や地域の活性化な
ど、課題は山積しております。こうした現状を踏まえ、
議長のよき補佐役として、議会の円滑な運営に努め、
草津市の発展のため、誠心誠意、努力いたす所存でご
ざいます｡どうか、これまでに増して、皆様方の温かい
ご支援、ご協力をお願い申し上げますとともに、ご指
導・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

　常任委員会は、市の事務に関する調査や議案の審査を行うために設置しています。

常任委員会

総務常任委員会（8名）

総合政策部、総務部、人権市民協働部、会計課、議
会事務局および監査委員事務局の所管に関する事
項と、他の常任委員会の所管に属さない事項につい
て、審査を行います。

委 員 長　　大脇　正美
副委員長　　藤井三恵子
委　　員　　 田　操子
　　　　　　 垣　和美
　　　　　　行岡荘太郎
　　　　　　杉江　　昇
　　　　　　竹村　　勇
　　　　　　中島　一葊

文教厚生常任委員会（8名）

市民環境部、健康福祉部、教育委員会事務局の所管
に関する事項について、審査を行います。

委 員 長　　清水　正樹
副委員長　　棚橋　幸男
委　　員　　久保　秋雄
　　　　　　宇野　房子
　　　　　　奥村　次一
　　　　　　西村　隆行
　　　　　　村田　　進
　　　　　　木村　辰已

産業建設常任委員会（8名）

産業振興部、都市建設部、上下水道部、農業委員会事
務局の所管に関する事項について、審査を行います。

委 員 長　　瀬川　裕海
副委員長　　中村　孝匨
委　　員　　中嶋　昭雄
　　　　　　西田　　剛
　　　　　　山本　　正
　　　　　　奥村　恭弘
　　　　　　新庄　敏夫
　　　　　　堀　　義明

円滑に議会運営がなされるよう、議会運営の全般に
ついて協議を行い、意見の調整を行います。

委 員 長　　中島　一葊
副委員長　　西村　隆行
委　　員　　久保　秋雄
　　　　　　中村　孝匨
　　　　　　村田　　進
　　　　　　大脇　正美
　　　　　　新庄　敏夫
　　　　　　清水　正樹

議会運営委員会（８名）
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　特に調査・研究が必要な事項を調査、研究するために設置しています。

特別委員会

　棚橋　幸男

草津市監査委員

　瀬川　裕海
　奥村　次一

草津市農業委員

　中嶋　昭雄
　 田　操子
　西田　　剛
　新庄　敏夫

湖南広域行政組合議会議員

決算審査特別委員会（12名）

決算の議案に関する事項を審査・調査します。

委 員 長　　中島　一葊
副委員長　　 田　操子
委　　員　　西田　　剛
　　　　　　 垣　和美
　　　　　　久保　秋雄
　　　　　　行岡荘太郎
　　　　　　山本　　正
　　　　　　杉江　　昇
　　　　　　中村　孝匨
　　　　　　竹村　　勇
　　　　　　村田　　進
　　　　　　奥村　恭弘

旧草津川跡地対策特別委員会（12名）

旧草津川跡地の有効な利活用を図るための調査・研
究を行います。

委 員 長　　竹村　　勇
副委員長　　瀬川　裕海
委　　員　　 田　操子
　　　　　　中村　孝匨
　　　　　　奥村　次一
　　　　　　西村　隆行
　　　　　　藤井三恵子
　　　　　　中島　一葊
　　　　　　村田　　進
　　　　　　大脇　正美
　　　　　　新庄　敏夫
　　　　　　堀　　義明

自治体基本条例調査検討特別委員会（12名）

住民自治に基づく自治体運営の基本原則を定める
自治基本条例について、調査・研究を行います。

委 員 長　　宇野　房子
副委員長　　杉江　　昇
委　　員　　中嶋　昭雄
　　　　　　西田　　剛
　　　　　　 垣　和美
　　　　　　久保　秋雄
　　　　　　棚橋　幸男
　　　　　　行岡荘太郎
　　　　　　山本　　正
　　　　　　奥村　恭弘
　　　　　　木村　辰已
　　　　　　清水　正樹
　　　　　　 議会広報編集委員

瀬川　裕海、 田　操子、 垣　和美、
杉江　　昇、竹村　　勇、藤井三恵子

※委員長、副委員長以外は議席番号順に記載しています。



くさつ市議会だより No.13312

　市議会に対するご意見やご感想をお待
ちいたしております。

草津市議会事務局
〒525-8588 草津市草津3丁目13番30号
TEL. 077-561-2413
FAX. 077-561-2485
Eメール  gikai@city.kusatsu.lg.jp

宛先・問合せ先

編 集 後 記 　記録的な今年の猛暑が嘘のように爽やか
で、肌寒くすらなってまいりました。自然の

運行は時にいつもと違う様子にもなりますが、四季の移ろいは着実
で、人力には及ばない厳然とした自然の法則を感じさせられます。
　さて、今号までが昨年度の編集委員のメンバーでの紙面作りでし
た。また今後の一年間は新委員で議会だより作成に務めてまいりま
す。議会の情報をわかりやすく、そしてもっと市民の方々に議会を
身近に感じてもらえるように、皆様のご意見も頂きながら、更に頑
張っていきたいと思っています。どうかよろしくお願いします。
� 議会広報編集委員一同

草津市議会

●草津市議会ホームページ
　 http://www.kusatsu-shigikai.jp/

月 日（曜日） 内　容

12
月

３日（金） 本会議（開会）
14日（火）、15日（水） 本会議（質疑および一般質問）

16日（木） 総務常任委員会
17日（金） 文教厚生常任委員会
20日（月） 産業建設常任委員会
22日（水） 本会議（委員長報告、採決、閉会）

平成22年12月定例会の開催予定

 ○旧草津川跡地対策特別委員会
　�　本委員会は、旧草津川の跡地利用が、今後の草津市のまちづくりに大きな影響を与える政策的課題であ
り、将来の草津市や市民にとって貴重な中心市街地の空閑地となることから、旧草津川跡地の有効な利活
用を図る調査研究を行う目的で設置されました。
　�　設置以来５回の会議を開催し、現在までの経過や、跡地利用の基本的な考え方を確認し、現場視察も実
施いたしました。また、各種関係団体の代表や公募市民などで構成される草津川廃川敷地土地活用検討委
員会での議論を執行部から聞きながら、基本コンセプト等について議論してまいりました。
　�　現在、執行部において土地利用構想図の素案を検討されていますが、特別委員会としては、示された素案
を審議するという受け身の検討だけではなく、特別委員会自らが委員間で議論を行い、草津川廃川敷地を
どのように活用していき、市民に憩いとやすらぎを与える空間とするのかなど、さらに検討してまいりたいと
考えております。

 ○自治体基本条例調査検討特別委員会
　�　本市においては（仮称）草津市自治体基本条例の策定に向けた準備が昨年２月より進められており、議会
としても条例についての理解を深め、本条例が議案として上程された際の審査を見据えながら自治体基本
条例についての調査・研究を行うことを目的として平成２１年１０月に本委員会は設置されました。
　�　これまでに１２回の会議を開催し、学習会において課題の抽出や議論を行うとともに、懇談会や意見交換
会として、多治見市職員や会津若松市議会議員から先進例について学ぶとともに、（仮称）草津市自治体基
本条例市民検討委員会との意見交換などを行ってきました。
　�　このように、１年間、議員間の議論を中心に取り組んできた中で、二元代表制や議会は合議機関であるこ
と、市長と議会は互いに緊張と抑制の関係であるべきことなどを改めて確認し、委員会としての一定の成
果を得ることができました。
　�　また、議論の中で議会基本条例の調査・研究について、将来策定の必要性を認識したところです。

特別委員会の中間報告
　９月定例会の閉会日に２特別委員会から、活動の中間報告が行われました。

ご意見
ご感想


